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（1）収益的収入及び支出

円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0

0 0

予備費
支出額

0

0

0

0 14,852,000

1,000,000

14,774,868

0 0

収 入

18,001,000

小　計
流   用
増減額

0

備 考

5,986,624

13,830,468

1,277

△ 2,501,186

21,052,248 5,986,624

252,934,420 0

不 用 額

地方公営企業法第24条第3項の規定
に よ る 支 出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

28,881,580

16,559,603

決 算 額

281,816,000

12,580,000 0

12,580,000

１．令和６年度津島水道企業団水道用水供給事業決算報告書

備 考

153,997,814156,499,000

12,580,000

193,437,000

281,816,000

220,075,417

0

0

地方公営企
業法第26条
第 2 項 の 規
定 によ る繰
越 額

補正予算額

53,497,603

合 計

予 算 額

13,831,745
うち仮受消費税及び地方消費税

決 算 額
当 初 予 算 額

14,058,4170第1款 用水供給事業収益

区 分

地 方 公 営
企 業 法 第
26条第2項
の 規 定 に
よ る 繰 越

額

第1項

第2項

地方公営企
業法第24条
第3項の規
定による支
出額

206,017,000

0

0

第3項 特 別 利 益 0 12,580,000

0

0

263,815,000
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用水供給事業費用

支 出

区 分

予 算 額

合 計

第1款

営 業 費 用

補   正
予算額

1,000,0000 0第4項

0255,435,000

0

3,249,000

0

0

00特 別 損 失 100,000

03,776,800

0

0

0

14,852,000

1,000,000

0 10,529,000

営 業 外 収 益 036,938,000

252,186,000

営 業 外 費 用

予 備 費

6,752,200第2項

営 業 収 益

255,435,000

14,752,000

当初予算額

156,499,000

36,938,000

10,529,000

第1項

うち仮払消費税及び地方消費税

10,529,000 0

234,382,752

0

77,132

1,000,000

第3項



（2）資本的収入及び支出

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

244,600,000

小　計

0

0

補正予算額

△ 2,700,000

0

247,300,000

不　用　額

0

第1項

77,032,000

11,020,000 307,060,563

予 算 額

0

011,020,000 342,122,100

合 計

80,166,000

307,060,563

35,061,537 27,913,821342,122,100

合　　　計
継続費逓次繰越

額に係る財源充当
額

247,300,000

予 算 額

備   考

うち仮払消費税及び地方消費税

決  算  額

0

△ 11,480,000

継 続
費 逓
次 繰
越 額

決　算　額継続費逓
次繰越額

地 方 公 営
企 業 法 第
26 条 の 規
定による繰
越 額

56,727,97365,552,000

0

35,061,537

△ 8,824,027

合計

翌 年 度 繰 越 額

0

91,186,000

地方公営企業法第26条の
規定による繰越額に係る
財 源 充 当 額

91,186,000

流   用
増減額

301,327,973312,852,000

円

77,032,000

247,300,000

0 0

小      計

65,552,000

区 分 補   正
予算額

- 2 -

0

0

0250,936,100建 設 改 良 費

地方公営
企業法第
26条の規定
による繰越
額

区 分

第3項

第１項

第1款

当初予算額

当 初 予 算 額

支 出

資 本 的 収 入

工 事 負 担 金

収 入

第1款

企 業 債

備 考
予算額に比べ
決算額の増減

△ 11,524,027

27,913,8210 250,936,100

0

0

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　5,732,590円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額5,732,590円で補填した。

80,166,000

△ 11,480,000 65,552,000

資 本 的 支 出



円 円 円

1
（1）
（2）

2
（1）
（2）
（3）
（4）

3
（1） 受取利息及び配当金
（2）
（3）
（4）
（5）

4
（1） 支払利息及び企業債取扱諸費
（2）

5
（1）

6
（1）

37,908,779

特 別 利 益
12,580,000

36,549

1,862,634

88,228,782

12,580,000

△ 2,194,868

55,615,736

34,807,914

126,856,085
182,471,821

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

14,774,868
特 別 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
当 年 度 純 損 失

長期前受金戻入

3,776,800

他 会 計 補 助 金

29,495

その他特別利益

120,000

他 会 計 負 担 金

53,283,669

38,614,209

営 業 収 益

228,396,128

雑 収 益

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

140,167,346

原水及び浄水費

そ の 他 営 業 収 益

経 常 損 失

275,000

２．令和６年度津島水道企業団水道用水供給事業損益計算書

営 業 外 収 益

138,304,712

営 業 外 費 用

営 業 費 用

63,694,833総 係 費

16,961,408

営 業 損 失

273,881

94,456,218

そ の 他 特 別 損 失 14,774,868

減 価 償 却 費
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53,420,868

3,806,295雑 支 出

資 産 減 耗 費

供 給 収 益



処分後残高

当年度末残高

資 本 剰 余 金
合 計

0

154,611,039

0

96,684,000

0

0

69,672,223 182,471,821

△ 55,615,736

262,369,206

0

57,927,039

0

1,224,337,723

３．令和６年度津島水道企業団水道用水供給事業剰余金計算書

資 本 剰 余 金

 未処分利益剰余金  利益剰余金合計

0

△ 55,615,736

182,471,821

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

△ 55,615,7360

1,224,337,723 262,369,206

0

0

前年度処分額

議会の議決による処分

00

そ の 他
資 本 剰 余 金

96,684,000前年度末残高

0

0

10,225,162

69,672,223

0

0

0

10,225,162

建設改良積立金

資 本 金

00

工事負担金

154,611,039

剰 余 金

57,927,039

当年度純利益

0

減債積立金

00

1,224,337,723 57,927,039
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10,225,162

△ 55,615,7360

69,672,223

当年度変動額

0

（単位：円）

利 益 剰 余 金

0

資 本 合 計

1,641,317,968

1,641,317,968

0 0

0

00

126,856,085 1,585,702,232

154,611,039

△ 55,615,736

206,753,47096,684,000

△ 55,615,736



円 円 円 円

1
（1）

イ
ロ

△
ハ

△
ニ

△
ホ

（２）
イ

2
（1）
（２）

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

無 形 固 定 資 産 合 計

車 両 及 び 運 搬 具

696,941,865

495,463,821

364,892,058

未 収 金

43,552,637

減 価 償 却 累 計 額

ダ ム 水 利 使 用 権

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

(令和7年3月31日)

1,210,762,045

2,614,912,692

2,250,020,634

構 築 物

629,451
建 設 仮 勘 定

流 動 資 産 合 計

715,298,224

3,410,271,397

- ５ -

98,416,840

259,211,039

1,231,025,204
2,661,306,179

1,562,981

4. 令和６年度津島水道企業団水道用水供給事業貸借対照表

795,358,705

933,530

資 産 の 部

1,430,280,975

364,892,058



円 円 円 円

3
（1）

イ

（2）

イ

4
（1）

（2）

（3）

5
（1）

イ

△

ロ

△

引 当 金

繰 延 収 益

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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703,000,000

工事負担金収益化累計額

固 定 負 債

退職給付引当金

建設改良費等の財源の企業債

未 払 金

723,251,947

306,464,945

1,824,569,165

預 り 金

企 業 債

20,251,947

負 債 の 部

長 期 前 受 金

1,915,248,876

1,434,974,700

786,739,121

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

786,739,121

賞 与 等 引 当 金

固 定 負 債 合 計

3,675,000

310,698,536

その他資本剰余金収益化累計額

314,620,757

負 債 合 計

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

314,578,097

204,561

621,085,702

480,274,176



円 円 円 円

6
(1)

7
（1）

イ

ロ

（2）

イ

ロ

ハ

建 設 改 良 積 立 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

3,410,271,397

資 本 金

利 益 剰 余 金

361,364,509

資 本 剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

10,225,162

69,672,223

154,611,039

負 債 資 本 合 計

57,927,039

206,753,470

126,856,085

減 債 積 立 金

1,585,702,232
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剰 余 金

資 本 金

資 本 の 部

1,224,337,723

資 本 剰 余 金

96,684,000そ の 他 資 本 剰 余 金



1.　概　　況

（1）総括事項

　　

（2）経営指標に関する事項

〈主な経営指標の推移〉 （単位：％）

54.4 52.0 49.7

R2 R3 R4 R5 R6

77.0

54.6

109.1

110.4

56.1

104.2 96.4

104.5 93.0 71.2

1,638,387 ㎥ で 前 年 度 に 比 較 し 4,506 ㎥ （ 0.3 ％ ） の 増 と な っ た 。 日 最 大 供 給 量 は 、 令 和 6 年 4 月 19 日 、 5,491 ㎥ を 記 録 し た 。

246,977,291円となり当年度純損失55,615,736円を計上し、前年度からの繰越利益剰余金182,471,821円と合わせ126,856,085円を翌年度に繰り越し

経 営 状 況 と しては 、用 水 供 給 事 業 収 益 は 、前 年 度 比 7.1 ％ 増 の 191,361,555 円 に 対 し、用 水 供 給 事 業 費 用 は 、前 年 度 比 33.2 ％ 増の

今後、給水人口の減少に伴い供給収益の増加が見込まれない中、津島水道企業団は令和7年度からは宇和島市上下水道局と事業統合されるが、

施設の経年劣化による機械設備等の修繕及び更新工事の増加が予想され、厳しい事業運営が続く見込みである。今後も一層の効率的な事業運営を

5. 令和６年度津島水道企業団水道用水供給事業報告書

給 水 状 況 と し て は 、 水 源 で あ る 山 財 ダ ム が 降 雨 に 恵 ま れ 年 間 を 通 じ 、 安 定 し て 用 水 を 供 給 す る こ と が 出 来 た 。 年 間 供 給 量 は 、

- 8 -

行い、安全で良質な水道水の安定供給に努めていくものである。

経常収支比率

料金回収率

た。また、令和6年度末において、460,528,661円の内部留保資金を有している。

有形固定資産減価償却率

前年度比

-19.4

-21.8

-2.3

110.2

112.7



（２）議会議決事項

報 告 第 1 号

議 案 第 4 号

令和5年度津島水道企業団水道用水供給事業会計決算の認定について認 定 第 1 号

専決処分した事件の承認について

令和6年度　津島水道企業団水道用水供給事業会計補正予算（第1号）

専決第1号　南予地方水道企業団公平委員会の共同設置の廃止について

専決第4号　愛媛県市町総合事務組合からの構成団体の脱退に伴う財産処分について

専決第3号　愛媛県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び組合規約の変更について

専決第5号　令和6年度　津島水道企業団水道用水供給事業会計補正予算（第2号）

R7.3.24

- 9 -

議 案 第 1 号

専決第2号　南予地方水道水質検査協議会を設ける地方公共団体の数の減少及び規約の変更について

R6.9.27R6.9.27

令和6年度　津島水道企業団水道用水供給事業会計補正予算（第3号）

R7.3.24

R7.3.24

R7.3.24

R7.3.24

R7.3.24

R6.9.27

案 件 名議 案 番 号

R7.3.24

報 告 第 1 号

R6.9.27R6.9.27

議決年月日

R7.3.24

R7.3.24

令和5年度　津島水道企業団水道用水供給事業会計予算繰越計算書について

R7.3.24

R7.3.24R7.3.24

報 告 第 2 号

R6.9.27

R7.3.24

R7.3.24

R6.9.27

R6.9.27

提出年月日

令和5年度　津島水道企業団水道用水供給事業会計決算に基づく資金不足比率について



（3）職員に関する事項

（4）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項無し

会 計 年 度
任 用 職 員

比　　較

0

前 年 度 末 人 員 ( 人 ）

減　　(人）

0

- 10 -

職　　別

00

0
期 間 中

増　　(人）

0

3 0

0

当 年 度 末 人 員 ( 人 ）

事 務 系

7

技 術 系

10

0

0

10

3

7

合 計



（1）保存修繕の概況（100万円以上）

令和6年6月19日

２．　修　　繕

2,695,000
長野、嵐浄水場、うず尻ポンプ場水質計
器保守点検工事

修 繕 名

嵐浄水場PAC配管交換及び貯留槽清掃 1,824,515

(税  込）

令和7年1月24日

令和6年4月3日

令和6年10月11日

- 11 -

本年度修繕費（円） 着 工 年 月 日

長野浄水場PAC配管交換及び貯留槽清
掃

老朽化していた凝集剤（PAC）の配管
を交換修繕し、貯留槽内を清掃する。

長野、嵐浄水場、うず尻ポンプ場の水
質保全のため水質計器の保守点検を
実施する。

本 年 度 施 工 内 容

令和6年7月31日

老朽化していた凝集剤（PAC）の配管
を交換修繕し、貯留槽内を清掃する。

竣 工 年 月 日

1,221,220

令和6年9月13日

備　　考



（1）業務量

％

（戸）

△ 3.1

給 水 戸 数

（人）

△ 1.9

給 水 人 口

事 項

３.　業　　務

年 間 供 給 量

無収水量

1,633,881 4,506

△ 351

0.3

△ 107

有収水量

0（㎥）

4,506

0

- 12 -

有
効
水
量

（㎥）

0無　効　水　量

（㎥）

―

0.3

増 減 率

―

備 考

％

％

0

％

0

5,495

1,638,387

1,638,387

5,388

内
　
　
訳

0

増・減（△）

11,427

令 和 6 年 度

比 較

11,076

（㎥）

1,633,881

令 和 5 年 度



（2）事業収入に関する事項

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3）事業費に関する事項

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

企業債支払利息
3,776,800円

△ 1,543,215

金 額
備 考

△ 1.1

％

％

7.1

区 分

特 別 損 失

営 業 外 費 用

用 水 供 給 事 業 収 益

備 考

特 別 利 益

令 和 6 年 度

％

金 額

1,691,315

皆増

178,633,455

0

228,396,128

12,580,000

141,710,561

185,377,550

191,361,555

％

12,728,100
％

増 減 率

増 減

用 水 供 給 事 業 費 用

183,914,246

2,342,9911,463,304

4.6

％

33.2

増 減 率

12,580,000

％

246,977,291

160.1

％

14,774,868

- 13  -

皆増

44,481,882

38,614,209

営 業 収 益 140,167,346

14,774,868

24.2

令 和 5 年 度区 分 令 和 6 年 度

3,806,295

0

令 和 5 年 度

営 業 費 用

増 減

営 業 外 収 益

61,599,741

36,922,894



（1）企業債及び一時借入金の概況

ア

（2）議会の議決を経なければ流用できない経費の決算について

職 員 給 与 費

458,400,000

3,427,560

円

円

円

計

円

差 引 備 考

円

56,962,440

当 初 予 算

1,838,000円

本 年 度 末 残 高

60,390,000 円

決 算 額
（ 税 込 ）

円

交 際 費 0

円58,552,000

区 分

100,0000100,000 100,000円

補 正 予 算

703,000,000

予 算 額

企業債

本 年 度 借 入 高

0円

前 年 度 末 残 高

企 業 債 244,600,000 円

４.　会　　計

区 分 本 年 度 償 還 高

円

備 考

円

- 14 -



1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額

固定資産除却費

受取利息及び受取配当金

長期前受金戻入額

支払利息

未収金の増減額

未払金の増加額

その他流動負債の増減額

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出

他会計繰入金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額
資金期首残高
資金期末残高

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
６.　令和６年度津島水道企業団水道用水供給事業会計キャッシュ・フロー計算書

△ 3,776,800

15,055,292

267,945,646

（単位：円）

△ 55,615,736

94,456,218

3,776,800

16,961,408

△ 273,881

小計

△ 38,523,801

△ 37,908,779

△ 279,146,742

279,455,412

696,941,865

61,021

244,600,000

△ 227,575,857

265,934,188

273,881

51,570,885

262,431,269

- 15 -

417,486,453

244,600,000



1 用水供給事業収益

1 営業収益

1 供給収益

基本料金

使用料金
2 その他営業収益

電気保安業務手数料
2 営業外収益

1

2 他会計補助金

3

4 雑収益

5 他会計負担金

3 特別利益

5 その他特別利益

他会計負担金

7.　 収益費用明細書

宇和海地区土地改良区施設管理受託手数料

その他雑収益

職 員 互 助 会 事 務
取 扱 費

項

- 16 -

目

30,999

1,862,634

1,862,634

38,614,209

273,881
受取利息及び
配当金

273,881

長 期 前 受 金 戻 入

長期前受金戻
入

款

37,908,779

料 金 収 益

預 金 利 子

42,598,062
138,304,712

120,000

275,000

275,000

37,908,779

手 数 料

収 益
節 金 額 備 考

322,092

36,549

120,000

5,550

138,304,712

191,361,555

（単位：円）

12,580,000

他会計補助金

その他特別利益

140,167,346

1,540,542

12,580,000

95,706,650

12,580,000 退職手当組合からの戻入金



1 用水供給事業費用

1 営業費用

1 原水及び浄水費

電気保安業務委託料
その他委託料

土地借地料
ケーブル共架料等

機 器 修 繕
機 器 修 繕
機 器 修 繕
機 器 修 繕
機 器 修 繕
機 器 修 繕

節

手 数 料

通 信 運 搬 費

被 服 費

修 繕 費
狩 津 浄 水 場

1,640,643

機 器 修 繕

285,000
そ の 他

66,000

款

費 用

目

62,431

金 額

燃 料 費

光 熱 水 費

賃 借 料 36,000

嵐 浄 水 場

鵜の浜ポンプ場
うず尻ポンプ場

委 託 料 2,994,601

542,880

備 消 品 費

4,198,600

246,977,291

53,283,669

項

951,101

テレメータ専用料

10,500

3,321,129

2,043,500

- 17 -

9,346,999

25,500

8,000

（単位：円）

備 考

228,396,128

2,320,679

水道料973,717

長 野 浄 水 場

1,283,548

導 水 管
430,000

45,455



電力使用料
長野浄水場
嵐浄水場
狩津浄水場
ダム分水槽
鴨田ポンプ場
鵜の浜ポンプ場
うず尻ポンプ場
パック
次亜塩素酸ナトリウム他
材料費

山財ダム維持管理負担金
南予地方水道水質検査協議会負担金

2 総係費

予算額
職員給料

予算額
扶養手当
通勤手当
時間外手当

宿日直手当

管理職手当
期末手当
勤勉手当
児童手当
予算額
賞与等引当金繰入額

170,000

409,729

70,500

項 節 金 額

31,865,000

2,782,567

備 考

920,827

3,445,440

180,000

（単位：円）

14,271,000

2,769,803

6,717,239

1,575,153

3,405,319

5,575,846

3,675,000

款 目

110,549
18,281,457

4,193,502

手 当

10,780,569

11,655,601

63,694,833

負 担 金

動 力 費

薬 品 費

31,886,100給 料

材 料 費 442,400

2,125,120

31,886,100

- 18 -

3,675,000

5,570,560

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

1,321,364

費 用

576,024

9,459,205

3,675,000

442,400

480,000



予算額
議員等の報酬(11名）

予算額
共済組合負担金
職員互助会負担金
退職手当組合負担金
公務災害補償基金負担金
労働保険料
社会保険料
健康診断料
備消品費
事務用消耗品費
管理用消耗品費
追録代

ガソリン、プロパン、灯油

長野・嵐浄化槽清掃料他
その他手数料

会計システムリース料
NHK受信料
その他賃借料
施設修繕費
公用車修繕費
機械器具修繕費

燃 料 費

備 消 品 費

節

手 数 料

通 信 運 搬 費

（単位：円）

43,700

その他業務委託料 1,906,000

226,734

59,223

184,000

958,300

1,968,018

9,672,116

郵送料

31,344

213,535

414,348

浄化槽管理及び消防施設点検業務委託料

277,123

332,248

修 繕 費

賃 借 料
960,000

111,910

委 託 料

353,870

901,800

1,253,655

117,946

10,513,000

金 額

1,645,311

62,018

6,010,648

20,477

 各浄水場電話代・携帯電話代及びインターネット使用料金

33,910

389,915

法 定 福 利 費

項 目 備 考款

費 用

報 酬

- 19 -

184,000

1,680,611

184,000

16,532

ケーブルテレビ利用料

12,800

42,311

283,960
36,000

82,100

487,934



建物災害等保険料（4施設）

3 減価償却費

構築物減価償却費
機械及び装置減価償却費

4 資産減耗費

水道局例規整備業務委託負担金

款

公 課 費

目

- 20 -

252,882

30,443,953

備 考

日本水道協会本部及び支部負担金他

94,456,218

（単位：円）

16,961,408

23,112,943

252,882

536,494

71,343,275

電算機経費負担金

16,961,408

6,600

固 定 資 産 除 却 費

節

費 用

金 額項

3,500

224,000
1,344会 費 負 担 金

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

225,000

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

保 険 料

社会保険協議会負担金

ダム水利使用権

40,899,322

自動車重量税他

諸会議参加負担金等

82,650



2 営業外費用

1 支払利息及び

企業債取扱諸費

3

3 特別損失

5

雑支出

3,776,800

項

費 用

目

そ の 他 雑 支 出

（単位：円）

備 考

29,495

3,806,295

3,776,800

14,774,868

14,774,868その他特別損失

その他特別損失

29,495

14,774,868

22,576

節 金 額

企 業 債 利 息

款

14,752,292

- 21 -

退職給付引当金不足額

不納欠損金



（1）有形固定資産明細書

（2）無形固定資産明細書

計

資 産 の 種 類

- 22 -

338,531,389

車 両 及 び 運 搬 具 662,580 0 933,530

土 地

年度末現在高

259,211,039

資 産 の 種 類 当年度増加額

機 械 及 び 装 置

259,211,039

988,350,226 0

構 築 物

年度当初現在高

2,577,853,449

8.　固定資産明細書

900,401

83,452,730 0

0

0

222,411,819

0

278,254,851 372,308,079 43,552,637

年 度 当 初 現 在 高

338,531,389

137,605,865

49,473,612

建 設 仮 勘 定

585,019,801

23,112,943

当年度増加額

49,473,612

71,343,2753,963,683,159計 372,308,079 2,250,020,634

0

0

ダ ム 水 利 使 用 権 23,112,943

1,562,981

当年度減価償却高 年度末現在高

0

当年度減少額

364,892,058

累　　　計

減 価 償 却 累 計 額

1,231,025,204

259,211,0390

（単位：円）

備　　　考

2,661,306,179 0

0

4,176,394,881 0

（単位：円）

1,926,374,247

364,892,058

715,298,224

629,451

0

0

当年度減少額

495,463,82130,443,9531,210,762,045

40,899,322

43,552,637

当年度減少額

0

0

1,430,280,975

年度末償却未済高
当年度増加額

0



地方公共団体金融機構

種 類

財 政 融 資 資 金

0 174,400,000

備考

計

据置5年

償 還 高 累 計

発行年月日

（単位：円）

償還終期

9.　企業債明細書

R20
R210 据置5年244,600,000

0 据置5年

当年度償還高

284,000,0000

703,000,000

1.60
R6.2.21

R5.2.27 174,400,000

償 還 高

0.90

0

利率 (％)未 償 還 残 高

R190.70

244,600,000

703,000,000

284,000,000

発 行 総 額

財 政 融 資 資 金 0

0

R7.3.25

0
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

Ⅰ 重要な会計方針

1　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

構築物

機械及び装置

車輌及び運搬具

（2）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数 ダム水利使用権　５５年

2　引当金の計上方法

（1）退職給付引当金

・退職給付引当金は、「津島水道企業団へ派遣された職員の退職手当の支払及びその費用負担に関する覚書」に基づき計上している。

（2）賞与等引当金

・職員の期末手当及び勤勉手当、期末及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

 当年度の負担に属する額を計上している。

3　消費税及び地方消費税の会計処理
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 重要な後発事象
津島水道企業団は、令和7年度より宇和島市水道事業に統合される。

　この統合は、水道事業の経営基盤強化を図ることにより、水道利用者に対して将来にわたって安全で安心な水道水を安定的に供給することを
　目的とするものである。

-24-

５年

8 ～ ２０年

38 ～ ６０年


